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第２章 官民連携に関する普及活動及び情報収集 

 

第 1 章で整理した市区町村アンケート・ヒアリング調査、先進事例調査及び昨年度報告

書のフォローアップに基づくヒアリング調査結果をもとに、官民連携に関する普及活動及

び情報収集を実施する市区町村を抽出・選定した。 

 

2-1 早期の制度活用が想定されるケーススタディ都市 

地域の状況、制度活用に向けた熟度等から勘案し、次年度等早期の制度活用が想定され

るのは、次の 6都市となる。 

以下に、各都市における官民連携制度の普及に係る情報発信・地域からの情報収集、各

都市の取り組み状況等を整理する。 

 

表 2-1 官民連携制度の活用に向けたケーススタディ都市 

都市名 検討テーマ 出所 

新潟市 道路占用の許可特例の活用、河川占用 市区町村アンケート調査 

高崎市 道路占用の許可特例の活用 先進事例調査 

世田谷区 
都市再生整備推進法人の設立、道路占用の

許可特例の活用 
市区町村アンケート調査 

神戸市 道路占用の許可特例の活用 昨年度調査フォローアップ 

姫路市 

都市再生整備推進法人の設立、道路占用の

許可特例の活用、都市利便増進協定の活

用、歩行者経路協定の活用 

市区町村アンケート調査 

北九州市 道路占用の許可特例の活用 昨年度調査フォローアップ 
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2-1-1新潟市 

(1)官民連携制度の普及・情報収集 

新潟市が萬代橋周辺のまちづくりを官民協働で検討する場として既に設置されている

「萬代橋周辺まちづくり協議会」に所属する各機関の実務者によるスタッフ会議に参加し、

情報収集等を行った。 

 

 図 2-1 萬代橋周辺まちづくり協議会 スタッフ会議の構成者 

出所）新潟市資料 

○ 第４回 萬代橋周辺まちづくり協議会 スタッフ会議 

1.これまでの活動と今後の予定     ●参画団体 

構 成 団体名 

市民団体 萬代橋景観フォーラム 

〃 萬代橋誕生祭実行委員会 

〃 萬代橋周辺の景観を考える右岸市民の会 

周辺商店街 万代シティ商工連合会商店街振興組合 

事業者 ㈱新潟日報社 

〃 ㈱新潟総合テレビ 

〃 信濃川ウォーターシャトル㈱ 

〃 ㈱ホテルオークラ新潟 

〃 ㈱新潟グランドホテル 

〃 ㈱シルバーホテル 

〃 ホテル朱鷹メッセ㈱「ホテル日航新潟」 

国の機関 
国土交通省北陸地方整備局 

信濃川下流河川事務所 

〃 
国土交通省北陸地方整備局 

新潟国道事務所 

〃 
国土交通省北陸地方整備局 

新潟港湾・空港整備事務所 

〃 
財務省関東財務局 

新潟財務事務所 

県の機関 
新潟県新潟地域振興局 

企画振興部地域振興課 

〃 
新潟県新潟地域振興局 

新潟港湾事務所 

新潟市  

・第２回協議会の開催 

2.公共空間の活用スキーム 

3.萬代橋周辺地区都市再生整備計画

の素案 

4.協議会組織づくりについて 

5.情報交換等 

 

 

○平成 24年 10月 17日（水）13：30～ 

○新潟市役所第２分館 2-101会議室 
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(2)新潟市の取り組み状況 

新潟市では、萬代橋周辺地区都市再生整備計画を策定中である。今回の計画では、河川

空間の活用(現在オープンカフェの社会実験を実施している信濃川のやすらぎ堤)、道路空

間の活用(萬代橋の橋詰広場、万代クロッシング(道路下空間)、広幅員歩道を有するガルベ

ストン通りなど)が位置付けられた官民連携制度を活用した事業化が検討されている。但し、

現状では、各々の空間活用の民間の主体が明確となっていないところであり、まちづくり

協議会の議論を通して、計画内容への民間等の意向の反映と、活用主体の掘り起こしが期

待されている。 

 

 

図 2-2 新潟市で検討中の都市再生整備計画のエリア 

出所）新潟市資料 (注)平成 24年 10月時点の情報 
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(3)今後の展開 

スタッフ会議において、河川空間及び道路空間活用の概ねの方向性は確認された。河川

空間・道路空間の活用に関しては、まちづくり協議会が適正な占用者を審査・選定する必

要性が確認され、将来的には協議会を、法人格を持った組織としていく必要があるといっ

た指摘も出された。 

また、道路空間の活用に向けては、道路管理者と交通管理者との調整が必要であること、

道路下の空間である万代クロッシングの活用に向けては、警察・消防との調整が必要であ

ることが確認された。 

新潟市は、こうした指摘を踏まえ、指摘事項等が反映される形で、都市再生整備計画を

とりまとめていく予定である。 

 

(4)小括 

河川空間・道路空間とも、官民連携制度により活用できる空間は存在している。さらに、

河川空間においては、社会実験としてオープンカフェの取り組みが行われている。 

現在、こうした公共空間の活用を位置づける都市再生整備計画を策定中であり、平成 25

年度以降の事業化が期待される。 

事業化に向けた課題としては、民間側の受け皿となる組織がまだ固まっていない点であ

る。萬代橋周辺まちづくり協議会の参画メンバーは、萬代橋周辺に関わりのある企業が中

心であるため、当該協議会を例えば一般社団法人化するといった対応が考えにくい。現在、

河川空間でオープンカフェの社会実験を実施している主体が、将来的な受け皿となるまち

づくり組織を構成していく可能性がある。こうした組織を、行政が育て、地域に認知され

ていくことが重要と考えられる。 
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2-1-2高崎市 

(1)官民連携制度の普及・情報収集 

事業者・関係機関で構成された関係者が集まり、オープンカフェとコミュニティサイク

ルの都市再生整備計画への掲載（既往計画の変更）について協議された（平成 24 年 12 月

20日）。 

会議には、国土交通省高崎河川国道事務所計画課、群馬県県土整備部都市計画課、群馬

県県土整備部道路管理課、群馬県高崎土木事務所、群馬県警察本部交通規制課、高崎警察

署、高崎商工会議所、高崎市建設部管理課、高崎市都市整備部市街地整備課、高崎市商工

観光部産業政策課といった関係者が参集した。 

都市再生特別措置法の道路占用の許可特例を活用していくことは関係者の共通理解とな

った。今後の調整課題としては、協議会と出店者の役割分担、占用の範囲、エリアマネジ

メントとして実施される内容（清掃、放置自転車対策等）と実施範囲等の明確化が示され、

各々引き続き協議していくことが確認された。 

 

(2)高崎市の取り組み状況 

平成 23年秋、都市再生特別措置法の改正に伴い、道路占用特例制度が創設されたことを

受け、高崎商工会議所と高崎市では、制度を活用した事業にいち早く取り組むべく、定常

的な実施に向け、実証実験を試みることとした。 

オープンカフェ実証実験は、高崎市中心市街地の高崎駅西口と西部の「行政・文化・医

療機能のコアゾーン」を連携するエリアで実施された。出店は、10 店舗でいずれも店舗の

地先型である。実施期間としては、平成 24年 9月の 1カ月間であった。実施にあたっては、

中心市街地内の飲食業者や商店街団体の関係者、高崎商工会議所等で構成される「高崎ま

ちなかオープンカフェ推進協議会」が主体となった。 

実験実施に至るまでは、高崎まちなかオープンカフェ推進協議会の委員の選定、関係機

関との調整、実施店舗の選定、出店ルールの決定、物品(パラソル・テーブル・いす等)の

手配などに時間を要した。特に関係機関との調整の中で、道路占用の許可を得ること自体

が一番の課題であった。具体的には、占用の範囲をどうするか、占用物件の強度（風によ

りパラソルが飛ばされ自動車交通等に支障がでるのではないか）、点字ブロックへの対応

（店舗の地先にテーブル等を設置するため、点字ブロックが遮断されることへの対応）等

である。いずれも協議の末に、実証実験により確認するといった形で妥協点を見出し、実

験実施に至った。 

周辺店舗等関係者との意見調整に向けては、食事施設等の占用許可基準等について

（H23.10.20 国道利第 20 号通知）の規定に基づき、「地方公共団体を含む地域住民・団体

等の関係者からなる協議会等」を組織した。飲食店や商店街の関係者を委員に迎えて意見
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調整を図った。 

占用料については、市道は減免、県道は有料、道路使用手数料は全て有料となり、協議

会が負担している。 

10 店舗のオープンカフェ利用者の合計は、1 か月間で 681 名であった。特に最終週は、

高崎商工会議所において、「高崎おとまちプロジェクト」という音楽イベントを実施した

ことにより、利用者が増加している。 

店舗ごとに利用者数に差がみられる。出店者への実験後のアンケート調査によると、気

象条件(直射日光が当たり暑い等)も要因のひとつと考えられる。また、音楽イベントとの

一体化が集客力向上に寄与したとの回答もあり、誘客のためのソフト施策の重要性も明確

となった。 

関係機関である県や警察も、特に危惧された事故等がなかったことからある程度の安全

性は確認された。 

 

(3)今後の展開 

平成 25年度早々の道路占用の許可特例の活用に向け、スケジュールを見直しながら準備

が進められていく予定となっている。 

今回社会実験を実施したのは、オープンカフェであったが、道路占用の特例許可の活用

に関しては、自転車駐輪施設も想定し、併せて協議を実施している（次図スケジュール参

照）。 
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図 2-3 コミュニティサイクル・オープンカフェ実現に向けたスケジュール 

出所）高崎市資料 
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(4)小括 

官民連携まちづくりという新しい制度の理解は、地方自治体のまちづくり担当レベルま

では徐々に浸透してきたものの、道路等の公共施設の管理部門まで十分浸透しているとは

言えない。 

具体的に都市再生整備計画に道路占用許可の特例を位置づけていくためには、次図のよ

うな調整事項があり、協議会等の場で、大きな方針において共通理解を得た上で、関係す

る機関・部署間で個々に課題等を明確にした上で協議を進めていく必要がある。 

 

 

図 2-4 都市再生整備計画策定に向けた調整事項 

出所）高崎市資料 
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2-1-3世田谷区 

(1)官民連携制度の普及・情報収集 

平成 24年 12 月 20 日、世田谷区役所に、まちづくり担当課職員等約 20 名を対象とした

講演(勉強会)を受託者が講師となって行った。講演は、官民連携まちづくりの制度概要、

先進的な取り組み事例の紹介、さらに世田谷区小田急線沿線の鉄道連続立体交差化事業の

実施地区を例にどのような官民連携制度の適用が想定できるかについてといった内容で実

施した。 

講演後の意見交換では、 

Q.都市再生整備推進法人の設立に関して、全区域 1 法人を想定するのか、エリアごとに法

人を設立するという考え方もあるのか。 

A.小田急沿線地区の場合、エリアが広い。そのため、エリアごとに関係者も異なる。エリ

アごとに法人を設立する方が現実的ではないか。 

Q.都市再生整備推進法人の継続的な組織運営に必要なものは何か。 

A.イベントの実施であっても、長期間同じ催し物では飽きられる。まちづくりに関連して

事業を実施していくためには、様々なアイデアが必要である。先進地区である札幌大通

まちづくり㈱では、AIAという組織の支援を受けて、様々なアイデアを具体の事業に展開

している。 

Q.まちづくり会社を法人指定の対象とするのと地元商店街等で構成された協議会を設立し、

それを母体とするのとどちらがいいのか。 

A.最も問題意識を持っている地域の商店街等で協議会を設立する方が意思の疎通が図りや

すいのではないか。 

等の質疑を行った。講演により、官民連携まちづくりに向け自治体としても問題意識を持

ち、早期に取り組むべき意向であることが確認できた。 

また、世田谷区としては、小田急線沿線（下北沢駅周辺地区）だけでなく、千歳船橋駅

前広場でもオープンカフェ(無料休憩施設)の社会実験を実施しており、この取り組みの定

常化に官民連携まちづくりが活用できないかといった問題意識や、二子玉川駅周辺では市

街地再開発事業で創出した空間を活用する可能性について探る動きがあり、ここでも官民

連携まちづくりの可能性が考えられていることがわかった。 
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図 2-5世田谷区小田急線沿線図 

出所）せたがや i Map 

 

 

図 2-6 千歳船橋駅前広場の活用の状況 

出所）世田谷区資料 

官民連携制度の適用検討地区 

社会実験実施地区 
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(2)世田谷区の取り組み状況 

区では、小田急線の連続立体交差事業等による、鉄道の地下化に伴い生じる線路跡地の

土地利用について検討を行っている。 

あわせて、土地利用の推進を図る方策の１つとして、都市再生整備計画の導入を検討し

ており、その中で、想定される事業として、地下化後の跡地を中心に道路占用許可の特例

を活かしたまちづくりを考えている。都市再生整備推進法人を指定し、その法人が中心と

なって民有地を含めた一体的な管理運営を行なっていく仕組みのもと、オープンカフェ、

マルシェ、広告事業等を行うものであり、今後、地元の意向や鉄道の地下化の進捗状況を

見据えて、調整に入りたいとの考えである。 

 

(3)今後の展開 

そのため、小田急線沿線地区の官民連携まちづくりの検討も急がれる必要がある。講演

においては、地区の住民・商業者の意向を把握しながら、早期に都市再生整備推進法人を

指定し、当該法人と共同でまちづくりを進めていくことが効果的といった助言を行ってき

ており、今後、早期に区としての方向性が定まることが期待される。 

 

(4)小括 

官民連携まちづくりの実施に向けては、実施内容の効果や課題等を検証するための社会

実験の実施、その検証結果を踏まえての都市再生整備計画への位置づけといった流れが有

効と考えられる。その際は、まず都市再生整備推進法人を設立し、当該法人が、計画づく

りや社会実験実施主体となると、国からの支援が受けやすくなる。しかし、小田急線沿線

地区は、対象となるエリアが広い(線的に長い)ため、地元の商店街等関係する団体も非常

に多くなるという特徴がある。そのため、エリアごとに関係団体で構成される協議会等を

立ち上げ、その組織を母体として都市再生整備推進法人を指定していくという方法も考え

られる。 

その他、世田谷区では、千歳船橋駅前において、公共空間である広場（認定道路）を活

用したオープンカフェ（無料休憩所）の社会実験も実施しており、この取り組みも将来、

道路占用の許可特例の活用等に展開していくことが想定される。 
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2-1-4神戸市 

(1)官民連携制度の普及・情報収集 

デュオこうべを含めたハーバーランドの再整備については、ハーバーランド運営協議会

の事務局である神戸ハーバーランド(株)と神戸市が中心となって協議を行い、神戸ハーバ

ーランド地区次期 5ヵ年再生整備計画の原案を策定した。 

その原案をもとに、ハーバーランド運営協議会に設けられた検討部会の協議を経て、平

成 24年 12月 25日のハーバーランド運営協議会において、次期 5ヵ年の整備内容が承認さ

れた。 

これを受けて、神戸市では、都市再生整備計画（神戸ハーバーランド地区）を策定し、

国交省との協議に入る予定である。 

 

表 2-2 ハーバーランド運営協議会の概要 

目的 神戸ハーバーランド地区を魅力ある街とし地区の健全な発展を図るため、地区共通

の事項を協議し運営することを目的とする。 

会員 地区内で活動する民間事業者、公共施設運営者を会員として組織運営にあたる。 

会員数 会員：43社・団体  特別会員：2団体 

設立 平成 3年 10月 8日 

 

 

図 2-7 神戸ハーバーランド地区次期 5ヵ年再生整備計画方針図 

出所）第 54回ハーバーランド運営協議会資料（平成 24年 12月 25日） 
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図 2-8 デュオこうべの整備イメージ 

出所）第 54回ハーバーランド運営協議会資料（平成 24年 12月 25日） 

 

(2)神戸市の取り組み状況 

神戸ハーバーランドは、平成 4 年に貨物駅や工場跡地の再開発により誕生した新興市街

地である。 

近隣に JR神戸駅があるが、駅とハーバーランドの間を国道 2号（浜手バイパス）及び阪

神高速 3 号神戸線が分断する形になっており、駅からハーバーランドに向かう場合、歩行

者は地下街の「デュオこうべ」を通って往来する形になっている。そして、ハーバーラン

ド内は、建物間にデッキが張り巡らされ、地上ではなく建物の中をめぐりながら移動する

のが主要な動線となっている。 

ハーバーランドの玄関口であるデュオこうべは、これまで国道下にあたるエリアでは、

道路占用許可の制約から収益性のある事業を実施できないため、店舗部分に比べてにぎわ

いに欠ける面があった。 

今回、道路占用許可特例の制度化に伴い、道路空間の収益施設（食事施設・購買施設等）

による占用が認められるようになったことから、デュオこうべの国道下部分ににぎわいを

うむ施設を立地させ、連続したにぎわいを創出することにより、ハーバーランドのエリア

全体の活性化につなげていくことが期待されている。 
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(3)今後の展開 

12月 25日の協議会での議論を受けて、以下の工程が想定されている。 

 

平成 24年 4月～

平成 25年 1月 

地元協議及び「都市再生整備計画（Ｈ25～29）」（案）

とりまとめ 

同 2月～同 3月 都市再生整備計画（案）国交省と協議 

同 4月 都市再生整備計画スタート 

※国道 2号下部分については、基本・実施設計、工事を経て平成 26年春頃に占用許可

に関する手続きを行う予定。 

 

 

 図 2-9 道路占用許可基準の特例によるデュオこうべの位置づけ(案) 

 出所）神戸市資料 
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写真 デュオこうべの国道下部分の収益施設（食事施設・購買施設等） 

出所）神戸市資料 

 

(4)小括 

関係する事業者等により協議会が構成されており、これまでもハーバーランド地区の

様々な問題が協議されてきた。運営協議会の開催回数は、平成 24年 12月で、54回となっ

ており、そのように継続して協議を進める体制が構築されてきたことにより、意思疎通が

円滑に図れているものと考えられる。特に協議会に参加する企業関係者の事業の成立・効

果発現への意欲が高いことが特徴である。 

  



2-16 

2-1-5姫路市 

(1)官民連携制度の普及・情報収集 

姫路駅前広場活用協議会に参加し、官民連携制度に関する情報提供を実施するとともに、

地域の課題等の情報収集を実施した。さらに、都市再生整備推進法人の指定を目指し、同

協議会の有志で設立した一般社団法人ひとネットワークひめじの設立後最初のフォーラム

に受託者も講演者として出席し、「公共空間の活用について制度や事例の紹介」について

講演するとともに、パネルディスカッションにより、会場からの質問事項に回答する形で、

情報提供・課題の把握を行った。 

 

写真 フォーラム開催の様子 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-10 フォーラム開催の趣旨 

出所）兵庫県立大学 

エコヒューマン地域連携センター資料 
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(2)姫路市の取り組み状況 

姫路駅前の大手前通り(現在 6 車線)をトランジットモール化する計画となっており、駅

前空間は、歩行者中心の空間となる。それに伴う広幅員歩道・広場(サンクンガーデン)な

どが、整備される予定であり、こうした公共空間を活用した取り組みが、道路占用の許可

特例等の活用により展開が期待される。 

 

(3)今後の展開 

現在、姫路市においては、大手前通りにおけるオープンカフェ等の実施に向け、社会実

験の準備を進めている。この社会実験を平成 25年早々から実施し、その効果・課題を明確

にした上で、姫路駅前広場活用協議会等で調整した上で、官民連携まちづくりを位置づけ

た都市再生整備計画を策定していくことが想定されている。 

 

 

図 2-11 姫路駅前の整備イメージ        図 2-12 姫路駅前の整備イメージ(大手前通り) 

           (サンクンガーデン) 

出所）姫路市資料 

 

(4)小括 

姫路市の駅周辺整備に係る市民参加は、駅前通りの都市計画決定が、自動車優先のまち

づくりであることへの反発から始まった。市民が、外部の学識者を招聘した上で、まちづ

くりのワークショップを開催し、市民の声を反映した駅前通りのプランを市に提示した。

市側も、市民の要望を真摯にとらえ、市民と協働でワークショップを進めていく中で、現

在の駅周辺のまちづくりの骨格(駅前通り及び駅前広場)が生まれてきた。その中で特筆す

べきは、市の担当者が、市民参加が始まった当初から現在まで 7 年間にわたって市民の窓

口を務めてきたことと考えられる。市民との信頼できる交渉窓口が作られたことが、計画

の実現に多く寄与しているものと考えられる。 

官民連携制度の活用に関しても、駅前通りの広幅員の歩道を活用したオープンカフェの

36

東側から
サンクンガーデンを見る

★ 現時点でのデザインです
今後の協議により色彩等が変更になる場合があります

⇒継承と進化

「姫路の特性を活かし、
時代を先取りしたまちづくり」

25

通行空間と滞留空間を明確に区分
滞留空間を歩道中央部に

大手前通り
（十二所前線以南）

★ 現時点でのデザインです
今後の協議により色彩等が変更になる場合があります

⇒継承と進化

「姫路の特性を活かし、
時代を先取りしたまちづくり」
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展開や、歩行者優先のまちづくりの観点から自転車駐輪施設の設置、駅前広場の維持管理

への都市利便増進協定の活用、さらには、今後整備される駅東側のエリアでは、歩行者通

路協定の活用と、多様な展開が想定される。 

現在は、平成 24 年 10 月に設立された一般社団法人ひとネットワークひめじにおいて、

様々な活用方策が検討されている。姫路市としても、当該法人等を都市再生整備推進法人

に指定する方向で検討に入っている。 

まだ、新たな飲食施設がオープンカフェとして立地することに対して、周辺立地店舗の

理解を得ることなどの課題が残されているものの、地域の市民が主体となり、多様な官民

連携の取り組みが期待される姫路市の取り組みは、今後全国のモデルとなっていくものと

思われる。 
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2-1-6北九州市 

(1)官民連携制度の普及・情報収集 

北九州市建築都市局都心副都心開発室及び都市交通政策課が参画した協議の場を設置し

た。北九州市が進めてきたコミュニティサイクルの取り組みを、さらに道路占用許可の特

例を活用して拡大するための課題を検討した。 

協議の場では、具体的に以下のような質問・相談事項が示された。国(国土交通省都市局

官民連携推進室)からの回答等をもとに整理し、下記に記す。 

 

1) 都市再生特別措置法第四十六条第十一項の道路管理者、都道府県公安委員会への協議・

同意は、同意書等の書面が必要か。また、都道府県公安委員会に直接協議するのか、所

轄警察署経由でよいのか。 

《回答等》 

・法第四十六条第十一項の道路管理者、都道府県公安委員会への協議・同意で書面が必要

か否かの判断は、各市町村で判断されたい。 

 

2) 都市再生整備計画の変更は、道路管理者、都道府県公安委員会の同意が取れれば、随時

認められるのか。 

《回答等》 

・地方整備局の担当課と相談してほしい。 

 

3) 現行の都市再生整備計画は、平成 25 年度までである。その後、交付金を活用しない都

市再生整備計画を策定する場合、国への申請は必要か。 

《回答等》 

・国へは（任意であるが）報告いただきたい。 

 

(2)北九州市の取り組み状況 

北九州市におけるコミュニティサイクルの取組みは、平成 22年 3月に導入してから約 2

年半が経過した。環境省の補助金を活用し、北九州市が NPO に対してサイクルステーショ

ンや電動アシスト自転車導入等の整備費を補助することからはじまった。コミュニティサ

イクルの実施地域は、小倉都心地区と八幡東田地区の 2 地区で実施されている。現在のサ

イクルステーションは小倉都心地区で 7 箇所、八幡東田地区で 3 箇所である。既存のサイ

クルステーションは、市・区役所や民有地等の敷地内に設置しており、道路の占用は行っ

ていない。設置、運営は NPOであり、設置場所の占用主体も NPOとなっている。 

現在のサイクルステーションは、交通結節点となる鉄道駅の周辺、公共施設である市・
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区役所等の周辺に設置されているが、利用者からステーションの場所や数について改善を

求める声が多いことから、一層の利用促進を図るために、多くの利用が見込める小倉都心

地区において、北九州市が主体となってステーションの増設に取り組むこととなった。 

増設箇所の選定にあたり、利用者からは、商業施設や鉄道・モノレール駅周辺への設置

要望が多いことから、このような要望も十分考慮した上で、道路を活用することが有効と

考えられる場所については、道路占用許可の特例により、新たにサイクルステーションを

設置することの検討を始めた。 

サイクルステーションの拡大に向けて、今年度は、新規に 15箇所の整備の予算を確保し

ており、このうち道路上は 9箇所を検討している。 

 

 

図 2-12 路上のサイクルステーション計画図（案） 

出所）北九州市資料 

 

なお、ステーションの整備については、短期集中的に利用環境を向上させて利用促進を

図るため、新規の整備は北九州市が行うことを考えている。これを NPOに運営委託等する

ことになる。 

道路上への設置については、道路付属物または道路占用許可の特例によらない道路占用

0 400m

⑦香春口周辺

⑧三萩野周辺

④平和通周辺

③コレット周辺

⑥医療センター周辺

①清張記念館横

サイクルステーション計画図案（小倉都心地区） ②浅野汐風公園周辺

⑤毎日会館周辺

：既存サイクルステーション

凡例

： ステーション候補箇所（道路）
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物として実施することも検討したが、現行の道路法等では設置が困難であることから、北

九州市が道路占用許可の特例により（※）、道路占用を行う方向で調整を進めている。 

※道路法第三十二条第一項第七号「前各号に掲げるものを除く外、道路の構造又は交通に支障を及ぼす虞

のある工作物、物件又は施設で、政令で定めるもの」、道路法施行令第七条第十号「道路の区域内の地

面に設ける自転車（側車付きのものを除く。以下同じ。）、原動機付自転車（側車付きのものを除く。）

又は道路運送車両法第三条 に規定する小型自動車若しくは軽自動車で二輪のもの（いずれも側車付き

のものを除く。以下「二輪自動車」という。）を駐車させるため必要な車輪止め装置その他の器具（第

六号に掲げる施設に設けるものを除く。）」 

 

(3)今後の展開 

今年度末までに整備を完了させることを目途としており、次のようなスケジュールを想

定してきた。 

 

○8月中旬～都市再生整備計画への記載等 

・道路管理者、都道府県公安委員会への協議・同意（都市再生特別措置法第四十六条第十一項） 

・都市再生整備計画の変更 

○10月～特例道路占用区域の指定 

・市町村への意見の聴取及び所轄警察署長との協議（都市再生特別措置法第六十二条第二項） 

・特例道路占用区域の公示 

○12月～サイクルステーションの設置工事 

 

しかし、警察との調整が予定通りには進んでおらず、年度内のサイクルステーションの

設置が困難なことも予想される。その場合は、予算を繰越して対応することも想定してい

る。 

 

(4)小括 

北九州市の担当者の質問・相談事項から推察するに、官民連携制度を、より普及させて

いくためには、「都市再生特別措置法に基づく制度の活用手引き「官民連携まちづくりの

進め方」について」（平成 24 年 1 月 18 日 事務連絡）の内容のより一層の周知を図る必

要がある。さらに、もうひとつの視点としては、国が、マニュアル等を策定し、その様式・

仕様に則った対応を市区町村が実施すれば、交付金等の活用が実施できた時代から、権限

の地方への移転が進む中で市区町村の判断で実施できる時代に変化してきたことに、まだ

地方の現場が馴染んでいないことが挙げられる。 

こうした状況の打破に向けては、先進的な取り組み内容（結果だけでなく、関係者調整

等の過程も含めて）を明示していくことが有効と考えられる。  
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2-2 長期的に制度活用が想定されるケーススタディ都市 

各都市のヒアリング調査等を踏まえ、早期の実施は難しいものの長期的には官民連携ま

ちづくりの取り組みが期待できるのは、以下の 2都市である。 

 

表 2-3 その他官民連携の活用に向けて都市の状況 

都市名 検討テーマ 出所 

岩見沢市 
都市再生整備推進法人の設立、道路占用の

許可特例の活用 

昨年度調査フォローアップ 

福岡市 道路占用の許可特例の活用 昨年度調査フォローアップ 

 

2-2-1岩見沢市 

(1)官民連携制度の普及・情報収集 

岩見沢市関係課（中心市街地活性化推進室、都市計画課）、(株)振興いわみざわに加え、

オブザーバーとして、国土交通省北海道開発局都市住宅課が参加した協議の場において、

「官民連携まちづくりの進め方」に関する情報提供を行った。都市再生整備推進法人に指

定された「札幌大通まちづくり(株)」、「(株)まちづくりとやま」、「(株)飯田まちづく

りカンパニー」、「NPOいいだ応援ネットイデア」、「NPO南信州おひさま進歩」の 5団体

にかかる会社概要や法人指定の要綱等に関する資料・情報提供も合わせて実施した。 

 

(2)岩見沢市の取り組み状況 

道路空間の活用として、毎年 9 月に１条から４条までの栄通り等で開催される「ふるさ

と百餅祭り」をはじめとし、道路の通行を止めるお祭りが年 2 回あり、毎年警察への申請

が必要であり、(株)振興いわみざわを都市再生整備推進法人に指定することにより、イベ

ントの開催がより円滑に実施できるのではないかと考えた。 

 

(3)今後の展開 

お祭り等の年間数日のイベントより、定常的に道路空間等の公共空間を活用できるよう

になったことが、今回の官民連携まちづくりの趣旨であることが、岩見沢市・(株)振興い

わみざわの両者に理解された。 

現在、認定中活計画の計画期間を内閣府との協議により 1 年間延長したところである。

この 1 年間の時間を使い、中心市街地活性化計画の事業内容・効果等の検証を行い、今後

どのような施策が必要かを市で検討していく。その中で、都市再生整備推進法人として、
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㈱振興いわみざわに期待する事業・取り組みについても、調整していく予定である。 

 

(4)小括 

官民連携まちづくりで位置づけられている道路占用の許可特例の活用は、期間限定のイ

ベントや社会実験を定常的な取り組みにしていくことに意味があるものであるが、そうし

た情報が十分自治体に伝わっていなかったと考えられる。 

都市再生整備推進法人に指定されることにより、何ができるようになるのか、何がやり

やすくなるのかに関する情報を、実践事例等を交えて効果的に情報提供していく必要があ

る。 
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2-2-2福岡市 

(1)官民連携制度の普及・情報収集 

福岡市の関係各課の担当者による調整会議を行った。 

 

表 2-4 福岡市における調整会議の開催状況 

開催日 参加部署 主な議題 

第 1回調整会議 

平成 24年 8月 2日 

都心再生課、企画調整部、路政課、

観光戦略課 

屋台の現状と課題 

《屋台施策の一つとして道路

占用の許可特例の活用がで

きないか》 

第 2回調整会議 

平成 24年 11月 7日 

都心再生課、企画調整部、企画・

耐震推進課 

屋台を位置づけた都市再生整

備計画のたたき台について 

 

上記会議においては、福岡市から以下のような質疑が行われた。 

・屋台が清掃活動をする等、道路の通行者等の利便に資することができるかどうかが課題

である。 

・屋台営業者による組合もあるが、これが占用主体として認められるものか。 

・仮に、組合が一次占用し、現在の屋台営業者が二次占用することも考えられるが、組合

にそこまでまとめる力があるのか。 

・現在、屋台の道路占用許可は、道路法第三十二条第一項第六号「露店、商品置場その他

これらに類する施設」として許可しているところであり、この占用料は、市道の場合、

占用面積 1 ㎡につき１月 700 円である（福岡市道路占用料徴収条例）。屋台の規格は、3

ｍ×2.5ｍ＝7.5㎡（8㎡に切り上げ）であり、１月当たり 5,600円である。 

※国道の占用料は 1月当たり 13,500円（平成 24年度）である。 

・特例道路占用区域を指定し、新たに占用料を考えると、近傍類似の土地の価格に連動す

るため占用料が上昇する可能性がある。 

※条例に基づき試算すると高い地区で１月当り約 50千円になる。 

・新制度に基づく占用料を徴収することが可能であるかが課題。また、占用料の減免には

合理的な説明が必要である。 

・上下水道、トイレの整備も課題である。都市再生整備計画事業で、上下水道、トイレな

どを整備することも考えていかなければならない。 
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(2)福岡市の取り組み状況 

福岡市内の屋台数は、昭和 30年代のピーク時には 400軒以上だったが、営業者の固定店

舗等への転業や高齢化等による廃業、占用許可の原則（現営業者一代限り）などによって、

平成 24年 4月 1日現在 155軒となっており、そのうち、152軒が公共空間で営業している。

その内訳は、市道 122、国道 13、公園 17である。（国道 13のうち 3軒が市道、市道 122の

うち 5軒が民地にまたがっている。） 

道路法の占用許可にあたっては、これまで、屋台は第三十二条第一項第六号「露店、商

品置場その他これらに類する施設」として整理してきた。なお、他に道路交通法に基づく

使用許可の対象でもあるが、前述の新規許可を認めないという方針以降は、新たな占用許

可及び使用許可は認めてきていない。 

こういった状況の下、福岡市は、屋台共生推進本部を設置し、ルール遵守や衛生面の向

上により地域住民の理解を得ることを前提に、屋台を観光資源として、また、道路をにぎ

わいあるものにする存在として持続的に活用する方法を検討している。 

その中で、都市再生特別措置法の制度趣旨を踏まえ、屋台を「食事施設」と位置づけ、道

路占用の許可特例を活用することも検討しているところである。 

 

(3)今後の展開 

屋台を道路占用の許可特例の対象として位置づけた都市再生整備計画を試行的に作成し

た。今後の屋台施策の一つとして、このような方策もあることを福岡市に示した。今後、

福岡市において、方策が検討されると考えられる。 

 

(4)小括 

福岡市の屋台は、これまでの長い社会慣習の中で許可を認めてきたものであるが、市と

しては、今後、まちのにぎわいや観光資源等、公益性などの新たな理由で認めていくこと

を検討している。そのような中では、例えば、都市再生整備計画に道路占用の許可特例の

対象として位置づけるという方策も考えられる。なお、その際には、新たな制度を適用す

ることで、現営業者への不利益な条件の付加が想定されることについて、一定の課題が存

する。 

ただし、現在の屋台は、地域住民の理解が十分に得られていないなどの課題を有する。

そういった課題を解決していくことで、市として、まちのにぎわい創出や観光資源のため

に持続的に屋台を活用するための制度活用の行政判断を行っていく必要がある。 
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 図 2-13 屋台の方向性と将来像のイメージ 

 出所)「屋台との共生のあり方研究会」資料 

 


